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研究要旨 
背景：タバコ価格の禁煙に与えた影響をみた縦断研究は世界的にも少ない。本研究

は、性・年齢・社会経済状況（代表的指標として等価世帯支出額 3 分位）および喫

煙への依存度（代理指標として 1 日当たりの喫煙本数）に応じて、日本で 2010 年 10
月 1 日に実施されたタバコの値上げが禁煙に与えた影響を明らかにすることを目的

とした。 
方法：同一年の国民生活基礎調査（6 月実施）および国民健康栄養調査（11 月実施）

をリンケージ（地域・世帯番号・性・年齢を使用してマッチング）した個票データ

を使用した。リンケージできた 2007 年および 2010 年の 6 月時点の喫煙者 2702 人

が 11 月時点に禁煙したかどうか縦断的に分析した。タバコの値上げは 2010 年 10
月 1 日に実施されたため、2010 年には値上げ後の禁煙、2007 年には値上げがない

状況での禁煙を評価できる。2007 年をコントロールとして、2010 年の値上げの影

響について無調整および変量調整ロジスティック回帰分析によりオッズ比を計算し

た。 
結果：喫煙者全体における禁煙実施率は 2007 年と 2010 年に大きな違いを認めた。

2007年の男性で3.7%、女性で9.9%であったのに対して、2010年の男性では10.7%、

女性では 16.3%であった。喫煙への依存度のひとつの指標である 1 日当たりの喫煙

本数に応じて違いが認められ、2007 年に 1 日当たり 1-10 本喫煙していた男性では

9.3%が禁煙したのに対して、11-20 本の男性では 2.7%、21 本以上の男性では 2.0%
が禁煙していた。2010 年には上記と同様の喫煙本数カテゴリーに応じてそれぞれ

15.5%、10.0%、8.0%の男性が禁煙していた。変量調整ロジスティック回帰による

2010 年（2007 年＝コントロール）のオッズ比は男女ともに 1 日当たり 11 本以上吸

う者で高かった。等価世帯支出額 3 分位および年齢階級別の分析においては男女で

傾向が異なるなど明らかな関連を認めなかった。 
結論：2010 年のタバコの値上げは男女ともに喫煙者における禁煙を顕著に増加させ

たものと考えられたが、社会経済状況による効果の違いは明らかではなかった。む

しろヘビースモーカーにおいて高い禁煙のオッズ比が認められたことは意外であっ

たが、これは日本のタバコが値上げ後であっても安すぎることに起因しているのか

もしれない。 



 
 

119 

 
Ａ．研究目的 
タバコの値上げは社会経済的状況が異
なる様々な人の喫煙行動にどのような
影響を与えたのか？タバコの値上げの
喫煙格差へのインパクトをみることは
健康政策研究の重要な課題である 1, 2。タ
バコに対する増税（一般にタバコの値上
げを伴う）は一般住民におけるタバコの
消費量および喫煙格差を軽減させる最
も重要なタバコ対策である 3, 4。ポピュレ
ーションアプローチの観点から 5、タバ
コの値上げは一部の住民だけでなく、裕
福な人々にも貧しい人々にも効果を及
ぼすと考えられる。アメリカやスコット
ランド、オーストラリア等における先行
研究によると、タバコの値上げは裕福な
人や高齢な人よりも貧しい人や若い人
の喫煙率を低下させ、喫煙格差を減少さ
せる効果があった 4。しかしながら、年
齢層や性別、学歴といった要因からみた
喫煙格差はタバコの値上げによって必
ず格差の縮小が認められてきたわけで
はない 2, 6。一般にタバコ依存度が高いこ
とはその後の禁煙や減煙などの喫煙変
化が少ないことと関連している 7。  
 日本ではこれまで 1998 年にタバコ税

が導入されて以降、2003年 7月 1日、2006
年 7 月 1 日、2010 年 10 月 1 日の 3 回、

タバコ税（タバコ価格）が引き上げられ

た（消費税によるタバコ価格の値上がり

を除く）。同時にタバコ会社は彼らの利

益のためにタバコ価格の便乗値上げを

実施している。そのため、例えばマイル

ドセブン 20 本の価格は、2003 年に 250
円から 270 円に（8%の増加）、2006 年に

300 円に（11%の増加）、2010 年に 410
円に（37%の増加）なった 8。これらの

値上げの影響もあり、日本における成人

の喫煙率は減少してきている。男性では

2001 年の 48%から 2010 年には 33%に、

女性では 2001 年の 14%から 2010 年には

10%に減少している 9。しかし、アフォ

ーダビリティーインデックス（タバコが

手頃な価格かどうかの指標）によると、

日本のタバコの値段はとても安い 10。調

査された先進国の中で、2009 年における

日本のタバコ価格は最も手頃であり、た

った 11.5 分間働けばタバコ 20 本を買う

ことができる状況であった。これは 2010
年の値上げ後であっても、16 分に増える

だけであって、おおよそ 30 分が必要な

オーストラリアやカナダ、オランダ等ほ

かの先進国の状況にははるかに及ばな

い 10。日本のタバコの値段の状況はこの

ように先進国の中でも特殊であるため、

タバコの値上げの喫煙行動および喫煙

格差に与える影響も特殊かもしれない。

これまで禁煙におけるタバコ価格の影

響を評価した縦断調査は少ない 4, 11, 12。

そのため、日本におけるタバコの値上げ

の喫煙および喫煙格差に与えた影響を

評価することを本研究の目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
１．対象 
同一年の国民生活基礎調査（6 月実施）

および国民健康栄養調査（11 月実施）

をリンケージ（地域・世帯番号・性・年

齢を使用してマッチング）した個票デー

タを使用した。国民生活基礎調査は日本

全国から調査地区と世帯を無作為に 2
段階抽出して世帯員全員について毎年

実施される調査（世帯票）であり、喫煙

については 3 年に 1 回調査されている

（健康票）。2007 年 6 月（2010 年 6 月

の結果を括弧内に示す）には 2005 年の

国勢調査に基づく全国 94 万地点から、

5440 地点（5510 地点）がランダムに選
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択され、その全世帯が調査対象となり、

229,821 世帯（228,864 世帯）から有効

回答が得られた [有効回答率 79.9％

（79.1%）]。これらの地点のうち、300
地点が国民健康栄養調査のためにラン

ダムに抽出され（ただし、国民生活基礎

調査における所得票・貯蓄票および介護

票の対象世帯は除外）、同じく抽出され

た全世帯に対して 2007 年 11 月（2010
年 11 月）に調査が実施された[3508 世

帯；有効回答率 66.5%（3684 世帯；有

効回答率 68.8%）]。どちらの調査も世

帯の全世帯員を調査の対象としている。 
リンケージできた 2007 年および

2010 年の 6 月時点の喫煙者 2702 人が

11 月時点に禁煙したかどうか縦断的に

分析した。タバコの値上げは 2010 年 10
月 1 日に実施されたため、2010 年には

値上げ後の禁煙、2007 年には値上げが

ない状況での禁煙を評価できる（図１）。

2007 年をコントロールとして、2010 年

の値上げの影響について多変量調整ロ

ジスティック回帰分析によりオッズ比

を計算した。 
 
２．喫煙の定義 
まず、6月に実施された国民生活基礎調

査の結果に応じて現在喫煙者と現在非

喫煙者に分ける。次に11月に実施された

国民健康栄養調査の結果に応じて、禁煙

を定義する。すなわち、6月時点に喫煙

していたが、11月時点に喫煙していなか

った場合を禁煙と定義した。 
 
３．その他の変数の定義 
喫煙行動に関連する変数として 15, 16、(i) 
年齢、 (ii) 世帯支出額、 (iii) 持ち家の

有無、 (iv) 就労状況、 (v) 婚姻状況 

(married, never married or 
widowed/divorced)、 (vi) 主観的健康観、 
(vii) 1 日当たりの喫煙本数 (1-10, 11-20 
or >=21)、(viii) 本人以外の世帯内の喫煙

者数 (0 or >=1)を用いた。1 日当たりの

喫煙本数はタバコ依存の代理変数とし

て用いた 17, 18。 
 
４．統計解析 
偶然にも、2010年の国民生活基礎調査と

国民健康栄養調査の間の期間にタバコ

の値上げが実施されたため、その影響を

評価する機会に恵まれた。特に日本を含

むアジアの国々では男女の喫煙行動が

大きく異なるため19、男女別に分析を実

施した。対象者の属性および禁煙した割

合（％）を上記の変数に応じて示した。

2007年と2010年を比較するため、フィッ

シャーの正確検定を実施した。2010年の

タバコの値上げの禁煙に対するオッズ

比および95%信頼区間を計算するため、

単変量および多変量調整のロジスティ

ック回帰分析を2007年および2010年の

両方を含めたサンプルにて実施した。

2007年の6月から11月にはタバコの値上

げはなかったため（図１）、2007年の禁

煙状況がコントロールとして用いられ

た。  
 タバコの値上げの禁煙に与えた影響

が社会経済状況やタバコ依存度によっ

て異なるかどうか検証するため、層別化

解析を実施した。世帯支出額は代表的な

社会経済要因である所得の代替変数で

あるため20、社会経済要因として世帯支

出額を用いた。 分析にはSAS version 9.2 
(SAS Institute, Cary, NC)を用いた。 
 
５．倫理面への配慮 
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 個人識別のない既存の資料やデータ

を用いて行う研究であるので、特に倫理

的な問題はない。データ使用の枠組みは

公的統計資料の二次利用であり、疫学研

究指針に基づき倫理審査の除外対象に

あたる。データは厚生労働省からの許可

のもと利用した。 
 

Ｃ．研究結果 
6 月における現在喫煙者の特性を表１に

示した。2007 年と 2010 年で有意な分布

の違いが認められた項目は、男性におけ

る 1 日当たりの喫煙本数のみであった。

そのため、この項目は分析における交絡

要因の条件を満たすと考えられ、調整す

るべき要因として扱った。 
 対象者の特性に応じた約5ヶ月のフォ

ローアップにおける禁煙した割合（％）

を表２に示した。男性では、2007 年に

3.7%の喫煙者が禁煙し、2010 年には

10.7%が禁煙していた。女性では、2007
年に 9.9%、2010 年には 16.3%が禁煙し

ていた。2007 年に 1 日当たりの喫煙本数

が 1-10 本の男性では 9.3％が禁煙してい

たのに対して、11-20 本の男性では 2.7%、

21 本以上の男性では 2.0%が禁煙してい

た。この数字は 2010 年には、それぞれ

15.5%、10.0%、8.0%に増加していた。2007
年と 2010 年で禁煙した割合に有意な差

が認められたのは、1 日当たりの喫煙本

数が 11-20 本、世帯支出額が最も高い分

位、持ち家なし、婚姻ありの項目であっ

た（男女ともに）。 
 層別解析によって 2007 年と比較して

2010 年の禁煙に対するオッズ比を計算

した結果を表３に示した。男性において

は1日当たりの喫煙本数を調整したモデ

ルが交絡要因調整の観点から適切だと

考えられた。男性では 1 日当たりの喫煙

本数 1-10 本以外の全ての層で 2007 年と

比較して 2010 年の禁煙に対するオッズ

比は有意に高い値を呈していた。モデル

間で結果は大きく変わらなかった。表に

提示した以外に多くの変数で調整した

モデルにおいても結果はほとんど変わ

らなかった（data not shown）。禁煙に対

するオッズ比は女性におけるよりも男

性において高かった。1 日当たり喫煙本

数 11 本以上では 1-10 本と比較して禁煙

に対するオッズ比が男女ともに高かっ

た。一方、世帯支出額 3 分位および年齢

階級に応じたタバコの値上げの禁煙へ

の影響は明らかな関連の方向性を認め

なかった（男女ともに）。例えば、世帯

支出額3分位の層別解析で男性では額が

低い層で高いオッズ比を呈した一方、女

性では反対の傾向だった。 
 
Ｄ．考察 
日本における 2010 年 10 月 1 日のタバコ

増税（＋便乗値上げ）は、2007 年の状況

と比較して、有意に禁煙を増加させたも

のと考えられた。この結果は従来からの

タバコの値上げが最も重要なタバココ

ントロール政策の一つであるという考

えを支持するものであった 2。日本では

たばこ事業法のもと、日本全国における

タバコ価格の地域間の差はなく、2010
年 10 月 1 日から遅れることなく、タバ

コの値上げが実施されたので 21、日本の

住民全員がタバコの値上げの影響を即

座に受けたものとみなせると考えた。11
月に国民健康栄養調査が実施されたの

で、10 月 1 日の値上げから 1 ヶ月間しか

期間がないが、いわゆる予測効果

（anticipation effect）22 というものも働い
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ていると考えられた。事実、値上げ前の

2010年8-9月に実施された喫煙者におけ

る禁煙の意向に関する調査 23 では、53%
の喫煙者がタバコの値上げを理由とし

て２ヶ月以内に禁煙するつもりだと回

答し、72%の禁煙するつもりの喫煙者は

タバコの値上げの前もしくは当日に禁

煙するつもりだと回答した。こうしたこ

とから、6 月から 11 月までのフォローア

ップであっても 10 月 1 日のタバコの値

上げの影響を評価することができるも

のと考えた。2007 年から 2010 年の間に、

禁煙治療薬の保険適応が認められたこ

との他にタバコ対策上の大きな変化は

認められていないことから 21、2007 年の

状況をコントロールとする分析方法に

ついても有用であると判断できた。 
 禁煙に対するオッズ比は女性におけ

るよりも男性において高かった。禁煙し

た割合の絶対値は男性よりもむしろ女

性において高かったが、タバコの値上げ

は女性よりも男性に対してより影響を

及ぼすのかもしれない。これには下記の

ような理由が考えられた。(1) 男性の方

が女性よりも自由に使えるお金が少な

いこと 24、(2) 女性の方が男性よりもタ

バコの値段に関わらず健康に対する意

識が高いこと 25、(3) 女性の方が男性よ

りもタバコを止めるきっかけが多いの

かもしれないこと（たとえば妊娠・出産

など）26 である。 
 一般にタバコ依存が禁煙を阻むと考

えられる 7。しかし、タバコ依存がタバ

コの値上げと禁煙の関連に与える影響

についてはあまり知られていない 4。本

研究ではより多くのタバコを吸ってい

る者においてより大きなタバコ値上げ

の禁煙に対するオッズ比が認められた。

もしかするとタバコの値上げは喫煙本

数が多いほど大きく影響する（金額的に

は当然そうなる）のかもしれない。また、

日本ではタバコ価格がかなり手頃であ

るため 10、タバコの値上げに敏感に反応

する喫煙者が喫煙し続けていた状況が

あったのかもしれない。 
 
１．政策への反映 
健康日本２１（第二次）では喫煙率の減

少だけでなく、健康格差の縮小も具体的

な目標として掲げられた 27。2022 年には

日本における喫煙率を 12%にすること

を目標としている。2010 年の国民健康栄

養調査では 2010 年 10 月のタバコの値上

げに起因すると考えられる喫煙率の大

幅な減少が認められたものの、2011 年の

調査では男女合計の喫煙率は 2010 年よ

りも増加した 14。禁煙できても、それを

長く維持することは難しい 28。2010 年の

タバコの値上げでいったん禁煙しても

2011 年には再度吸い始めた者が多くい

たのだろう。この理由としてタバコの値

上げの後でも日本のタバコ価格が十分

に安すぎたことが考えられる。米国カリ

フォルニア州における先行研究ではタ

バコの値上げの禁煙に与える影響は4ヶ
月しか続かなかったと報告されている
29。さらに禁煙を促してゆくためには日

本におけるさらなるタバコの値上げ、増

税が必要である。 
 先行研究ではタバコの値上げは裕福

な者や高齢の者よりもむしろ貧しい者

や若年の者において禁煙を促す効果が

大きいとされている 1, 2, 4。ところが、本

研究ではこの方向性を指示しなかった。

健康情報の啓発活動など公衆衛生政策

の介入早期のフェーズだとむしろ健康
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格差が拡大する可能性が指摘されてい

る 5。逆進的格差変動仮説 30 によると、

早期にはむしろ恵まれた集団が公衆衛

生政策からのベネフィットを得て、健康

格差が拡大傾向となるが、恵まれた集団

が頭打ちになった後のフェーズには恵

まれない集団も追い付いてきて健康格

差の縮小傾向が始まる。先進国で最もタ

バコ価格が手ごろな状況にある日本は、

上記仮説における早期の段階にあるも

のと考えられる。日本において健康格差

を縮小させるためにも、タバコ価格の引

き上げが必要であると考えられた。 
 
２．研究の限界 
第一に、本研究は自己申告による受動喫

煙曝露に関する調査項目を用いたため、

誤分類のリスクは否定できない。ただし、

先行研究において自己申告による曝露

とバイオマーカーで測定した曝露の間

で高い相関が認められている 31。第二に、

本研究では考慮できていないタバコ対

策の側面がある。(1) タバコ会社による

消費者における実際の値段を下げる活

動、(2) タバコの増税を回避する行動、

(3) タバコの密輸、(4) インフレの影響、

(5) タバコ価格の範囲が広いことに由来

する使用するタバコ製品の変更 3, 4 が該

当する。しかし、日本においては初めの

4 つの要因の影響は小さいかもしれない。

この理由として、(1) タバコ会社はタバ

コに景品を付けるなどキャンペーンを

実施したが、値下げは実施しなかったこ

と、(2) 日本は島国であり、国境を越え

て増税を回避する行動は困難であるこ

と、(3) 日本からの密輸は問題である 32

一方、タバコ価格の安い日本への密輸は

まれであること、(4) インフレの影響を

考慮することは重要である 4 が、日本に

おける 2007 年と 2010 年の間のインフレ

率はほとんど変化がなかった 33 こと、が

挙げられる。5 番目の観点に関して、2010
年の値上げ以降、低価格帯のタバコブラ

ンド製品の消費（シェア）が増えている

ことが報告された 34。例えば、2010 年と

比較して 2011 年には代表的な低価格ブ

ランド「エコー」のシェアは 0.5%増加

した。これらの影響は考えられるものの

大きな影響があるとは考えにくい。第三

に、継時的な喫煙状況の変化（すなわち

禁煙）を評価するのに縦断調査デザイン

は適している。しかし、一般に縦断調査

はサンプル数が少なく、追跡不能となる

割合も高いことが多い 13。このことで結

果にバイアスがあることは否定できな

い 35。 
 
Ｅ．結論 
 日本における 2010 年のタバコの値上

げは男女両方において禁煙するかどう

かに有意な影響を及ぼしていたと分か

った。特に 1 日当たりの喫煙本数が多い

者でのインパクトが大きかった。一方、

タバコ値上げの禁煙に与えた影響は、世

帯支出額や年齢階級に応じて大きな違

いがあるかどうかは明らかではなかっ

た。これらの結果は日本における喫煙率

および喫煙格差を減らすために、さらな

るタバコの値上げが必要であることを

示しているものと考えられる。なぜなら、

これらの結果は日本のタバコ価格が安

すぎることに起因しているとも考えら

れるからである。 
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表 1. 6 月における現在喫煙者の特性：対象者数（％） 

  男性  女性 

特性 
2007 

n=1080 

2010 

n=961 

p for 

differencea 
 

2007 

n=355 

2010 

n=306 

p for 

differencea 

1 日当たりの喫煙本数     0.009       0.257  

     1-10 本 205 (19.0) 219 (22.8)    121 (34.1) 125 (40.9)   

     11-20 本 523 (48.4) 490 (51.0)    186 (52.4) 150 (49.0)   

     21 本以上 348 (32.2) 249 (25.9)    45 (12.7) 29 (9.5)   

     Missing 4 (0.4) 3 (0.3)    3 (0.9) 2 (0.7)   

本人以外の世帯内喫煙者数     0.509       0.813  

     0 人 733 (67.9) 639 (66.5)    147 (41.4) 130 (42.5)   

     1 人以上 347 (32.1) 322 (33.5)    208 (58.6) 176 (57.5)   

世帯支出額 3 分位     0.369       0.434  

     1st (lowest) 3 分位 335 (31.0) 293 (30.5)    115 (32.4) 98 (32.0)   

     2nd 3 分位 338 (31.3) 316 (32.9)    104 (29.3) 99 (32.4)   

     3rd (highest) 3 分位 338 (31.3) 307 (32.0)    108 (30.4) 94 (30.7)   

     Missing 69 (6.4) 45 (4.7)    28 (7.9) 15 (4.9)   

年齢階級     0.230       0.727  

     20-39 378 (35.0) 317 (33.0)    149 (42.0) 122 (39.9)   

     40-59 459 (42.5) 397 (41.3)    151 (42.5) 130 (42.5)   

     60-79 243 (22.5) 247 (25.7)    55 (15.5) 54 (17.7)   

持ち家     0.165       0.678  

     No 226 (20.9) 226 (23.5)    118 (33.2) 97 (31.7)   

     Yes 854 (79.1) 735 (76.5)    237 (66.8) 209 (68.3)   

就労状況     0.621       0.662  

     働いている 926 (85.7) 811 (84.4)    239 (67.3) 197 (64.4)   

     働いていない 142 (13.2) 136 (14.2)    113 (31.8) 107 (35.0)   

     Missing 12 (1.1) 14 (1.5)    3 (0.9) 2 (0.7)   

婚姻状況     0.174       0.967  

     結婚している 834 (77.2) 710 (73.9)    226 (63.7) 198 (64.7)   

     未婚 191 (17.7) 201 (20.9)    69 (19.4) 57 (18.6)   

     離婚・死別 55 (5.1) 50 (5.2)    60 (16.9) 51 (16.7)   

主観的健康観「悪い」     0.354       0.466  

     No 914 (84.6) 826 (86.0)    281 (79.2) 254 (83.0)   

     Yes 129 (11.9) 97 (10.1)    62 (17.5) 44 (14.4)   

     Missing 37 (3.4) 38 (4.0)    12 (3.4) 8 (2.6)   
ap for difference は Fisher の正確検定による.           
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表 2. 対象者の特性に応じた約 5 ヶ月のフォローアップにおける禁煙した割合（％） 

  喫煙者における禁煙した割合 (%)  

  男性  女性 

Characteristics 
2007 2010 増加 p for 

differencea 

 2007 2010 増加  p for 

differencea % % % point  % % % point 

全体 3.7  10.7  7.0 <0.001   9.9  16.3  6.5 0.014  

1 日当たりの喫煙本数                  

     1-10 本 9.3  15.5  6.3 0.057    18.2  22.4  4.2 0.432  

     11-20 本 2.7  10.0  7.3 <0.001   5.9  13.3  7.4 0.023  

     21 本以上 2.0  8.0  6.0 0.001    2.2  3.5  1.2 - 

本人以外の世帯内喫煙者数                  

     0 人 4.1  11.3  7.2 <0.001   12.2  18.5  6.2 0.180  

     1 人以上 2.9  9.6  6.8 0.000    8.2  14.8  6.6 0.051  

世帯支出額 3 分位                  

     1st (lowest) 3 分位 3.0  12.0  9.0 <0.001   11.3  12.2  0.9 0.835  

     2nd tertile 3.0  8.5  5.6 0.002    5.8  13.1  7.4 0.092  

     3rd (highest) 3 分位 4.7  12.4  7.7 0.001    10.2  24.5  14.3 0.008  

年齢階級                  

     20-39 3.7  10.1  6.4 0.001    9.4  16.4  7.0 0.098  

     40-59 2.8  9.8  7.0 <0.001   8.6  13.9  5.2 0.184  

     60-79 5.4  13.0  7.6 0.005    14.6  22.2  7.7 0.332  

持ち家                  

     No 2.7  9.7  7.1 0.003    5.9  14.4  8.5 0.041  

     Yes 4.0  11.0  7.0 <0.001   11.8  17.2  5.4 0.107  

就労状況                  

     働いている 3.1  10.7  7.6 <0.001   8.4  13.2  4.8 0.118  

     働いていない 7.0  11.0  4.0 0.297   13.3  22.4  9.2 0.081  

婚姻状況                  

     結婚している 3.1  11.6  8.4 <0.001   11.1  19.7  8.6 0.015  

     未婚 5.8  8.5  2.7 0.332   8.7  14.0  5.3 0.401  

     離婚・死別 5.5  8.0  2.6 0.706   6.7  5.9  -0.8 - 

主観的健康観「悪い」                  

     No 3.7  10.4  6.7 <0.001   11.0  16.9  5.9 0.080  

     Yes 3.1  9.3  6.2 0.060    4.8  13.6  8.8 0.158  
ap for difference は Fisher の正確検定による. 
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表 3. 層別解析による 2007 年と比較した 2010 年の禁煙に対するオッズ比（95%信頼区間） 

層別化変数 
男性   女性 

2010 (ref = 2007)   2010 (ref = 2007) 

合計 n=2034  n=656 

   無調整 3.12 (2.14, 4.55)   1.80 (1.13, 2.87)a 

   1 日当たりの喫煙本数を調整 3.01 (2.06, 4.39)a   1.68 (1.04, 2.70) 

   さらに年齢を調整 3.09 (2.12, 4.50)   1.78 (1.12, 2.85) 

1 日当たりの喫煙本数 1-10本 n=424  n=246 

   無調整 1.80 (0.99, 3.27)a   1.30 (0.70, 2.43)a 

   年齢を調整 1.84 (1.01, 3.35)   1.29 (0.69, 2.41) 

1 日当たりの喫煙本数 11-20本 n=1013  n=336 

   無調整 4.04 (2.20, 7.42)a   2.45 (1.13, 5.29)a 

   年齢を調整 3.93 (2.14, 7.23)   2.40 (1.11, 5.19) 

1 日当たりの喫煙本数 21本以上 n=597  n=74 

   無調整 4.26 (1.77, 10.23)a   1.57 (0.09, 26.15)a 

   年齢を調整 4.15 (1.72, 10.00)   NC 

世帯支出額 3分位, lowest n=628  n=212 

   無調整 4.41 (2.14, 9.07)  1.00 (0.43, 2.35)a 

   1 日当たりの喫煙本数を調整 4.52 (2.19, 9.35)a   NC 

   さらに年齢を調整 4.50 (2.18, 9.31)   NC 

世帯支出額 3分位, middle n=650  n=201 

   無調整 3.07 (1.46, 6.45)  2.47 (0.90, 6.79)a 

   1 日当たりの喫煙本数を調整 2.92 (1.38, 6.17)a   2.82 (1.00, 7.94) 

   さらに年齢を調整 2.94 (1.39, 6.22)   2.84 (1.01, 8.03) 

世帯支出額 3分位, highest n=642  n=201 

   無調整 2.84 (1.55, 5.20)  2.83 (1.29, 6.18)a 

   1 日当たりの喫煙本数を調整 2.69 (1.45, 4.99)a   NC 

   さらに年齢を調整 2.67 (1.43, 4.97)   NC 

年齢階級, 20-39歳 n=691  n=267 

   無調整 2.94 (1.54, 5.62)  1.94 (0.92, 4.11)a 

   1 日当たりの喫煙本数を調整 2.64 (1.37, 5.08)a   NC 

年齢階級, 40-59歳 n=856  n=280 

   無調整 3.74 (1.97, 7.11)  1.69 (0.80, 3.61)a 

   1 日当たりの喫煙本数を調整 3.55 (1.86, 6.76)a   NC 

年齢階級, 60-79歳 n=487  n=109 

   無調整 2.60 (1.33, 5.08)  1.68 (0.63, 4.50)a 

   1 日当たりの喫煙本数を調整 2.77 (1.41, 5.47)a   1.65 (0.60, 4.51) 

略語：NC, 収束せず. 
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6月 6月 11月 6月 10月 11月

図１．本研究に関する時間の流れ

2006 2007 2008 2009 2010 2011

略語: CLSC, Comprehensive Survey of Living Conditions of People on Health and 
Welfare（国民生活基礎調査）; NHNS, National Health and Nutritional Survey（国民
健康栄養調査）.

タバコの値上げ(37%の増加):
マイルドセブン(20本)は300円
から410円に

国民生活基礎調査の対象者の一部が国民健康栄養調査にてフォロー
アップされた。禁煙したかどうかについて評価した。

2007年と2010年の調査ではそれぞれ別の対象者が日本全国からラン
ダムに選択された。

CSLC CSLCNHNS NHNS

タバコの値上げ(11%の増加):
マイルドセブン(20本)は270円
から300円に

N=229,821 世帯 N=228,864 世帯

N=3508 世帯 N=3684 世帯


